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近年、企業のグローバル化が進展し、海外に子会社等を設けて事業展開する企業が増加しています。それに伴い、海外子会
社等とのグループ内取引が税務上問題となるケースも増加しています。今回、このセミナーでは、海外子会社等への利益移転

に対処する制度である「移転価格税制」、「国外関連者に対する寄附金」を中心に、誤りやすい国際源泉課税や最近のトピック
スなども加え、どのような取引が国税当局に狙われやすいのか、どのような点に注意すべきか等について、数多くの調査事例を
紹介しながら詳しく解説します。 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[セミナー・会員研究会]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 セミナー事業グループ 担当／民秋 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 MFPR 麹町ビル 2Ｆ 

 

一般社団法人租税調査研究会 主任研究員 税理士 多田恭章 氏 

４６，２００円（本体価格 ４２，０００円） 

開催にあたって 

１．移転価格税制の概要 

（１）移転価格税制の基本的な仕組み 

（２）国外関連者とは 

（３）独立企業間価格算定手法 

２．事前確認制度（ＡＰＡ）と相互協議 

３．移転価格課税の最近の動向 

４．簡易な移転価格調査 

（１）本来の業務に付随した役務提供 

（２）企業グループ内役務提供（ＩＧＳ） 

（３）海外子会社への貸付金金利 

５．別表１７（４）「国外関連者に関する明細書」 

６．国外関連者に対する寄附金 

（１）海外子会社への出向者に対する給与負担 

（２）寄附金課税されないケース 

７．事例紹介 

８．誤りやすい国際源泉課税 

９．最近のトピックス  
※最少催行人数に満たない場合、開催中止となる場合がございます。 

※講師と同業企業・同職種の方はご参加頂けない場合がございます。予めご了承ください。 

２０１９年 １１月 １１日（月） １０：００～１６：３０ 

国税庁国際業務課国際業務係長、東京国税局調査第一部特別国税調査官主査（移転価格調査）、
東京国税局課税第二部法人課税課国際税務専門官、国税庁国際業務課情報交換２係主査。 
2014 年 6 月辞職。2014 年 9 月税理士登録。一般社団法人租税調査研究会主任研究員。 
著書に「税目別ケースで読み解く！国際課税の税務調査対応マニュアル」（ぎょうせい）（共著）など。 

 

企業研究会セミナールーム（東京・麹町） 

４１，８００円（本体価格 ３８，０００円） 

～ どのような取引が国税当局に狙われやすいのか、どのような点に注意すべきか等 

元国税局の国際税務のスペシャリストから徹底解説 ～ 

税込・昼食／資料代含 

 


